
（統計表第１表）２ 事 業 所 数

～「農畜産物・水産物卸売業」ほか計11業種で増加、４業種で減少～(1) 卸売業

ア 業種別にみると、事業所数が最も多いのは 「農畜産物・水産物卸売業」2,004事業、

所（構成比12.8％ 、次いで 「他に分類されない卸売業」1,927事業所（12.3％ 「建） 、 ）、

築材料卸売業」1,919事業所（12.3％）の順。

イ 前回比をみると 「農畜産物・水産物卸売業」が77事業所（4.0％）増したほか計11、

業種で増加。 一方 「他に分類されない卸売業」が99事業所（△4.9％）減したほか計、

４業種で減少。

増加の割合が最も高いのは 「その他の機械器具卸売業」で13.6％増。減少の割合が、

最も高いのは「他に分類されない卸売業」で△4.9％減。

卸売業事業所数の推移（産業小分類別）
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～「医薬品・化粧品小売業」ほか計７業種で増加、20業種で減少～(2) 小売業

ア 業種別にみると、事業所数が最も多いのは 「その他の飲食料品小売業」7,471、

事業所（構成比15.3％ 、次いで 「他に分類されない小売業」4,550事業所（9.3） 、

％ 「燃料小売業」3,770事業所（7.7％）の順。）、

イ 前回比をみると 「医薬品・化粧品小売業」が114事業所（3.2％）増したほか計、

７業種で増加。

一方 「他に分類されない小売業」が758事業所（△14.3％）減したほか計20業、

種で減少。

増加の割合が最も高いのは 「その他の各種商品小売業」で13.5％増。減少の割、

合が最も高いのは「写真機・写真材料小売業」で34.5％減。

小売業事業所数の推移（産業小分類別）
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～法人事業所の割合は引き続き増加～(3) 経営組織別

経営組織別では、法人が44,660事業所、個人が19,811事業所｡

、 、 。前回比をみると 法人が487事業所(△1.1％)減し 個人が1,548事業所(△7.2％)減

経営組織別構成比は、法人が69.3％、個人が30.7％。平成３年から、一貫して法人

の割合が増加。

注１ 平成11年調査において事業所の捕捉を行ったため事業所数は増加しているが 対前回比 増） 、 （

減率）については時系列を考慮して算出している。

注２）平成11年調査の法人、個人の対前回比（増減率）については、時系列を考慮した数値が算

出されていない。

構成比 構成比

平 成 ３ 年 82,431 49,647 60.2 32,784 39.8

（対前回比） (2.4) (13.0) (△ 10.4)

平 成 ６ 年 77,174 48,542 62.9 28,632 37.1

（対前回比） (△ 6.4) (△ 2.2) (△ 12.7)

平 成 ９ 年 71,872 46,721 65.0 25,151 35.0

（対前回比） (△ 6.9) (△ 3.8) (△ 12.2)

平 成 11 年 71,980 47,886 66.5 24,094 33.5

（対前回比） (注１)(△ 8.0)  (注２) ＊ ＊

平 成 14 年 66,506 45,147 67.9 21,359 32.1

（対前回比） (△ 7.6) (△ 5.7) (△ 11.4)

平 成 16 年 64,471 44,660 69.3 19,811 30.7

（対前回比） (△ 3.1) (△ 1.1) (△ 7.2)

　　経営組織別事業所数の推移
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